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＊対中国　問われる結束…米、追加制裁の構え
　　　　　　　　　　　　　　　　　香港国家安全法　日欧と温度差
香港の自由や民主主義を揺るがす「香港国家安全維持法」が30日成立したのを受け、日米
欧などからは中国への反発が強まっている。追加制裁と、制裁には距離を置く日欧とでは温
度差も大きい。中国の強権手法の拡大に対抗できるか、日米欧の結束が問われている。
⦿安全維持法で懸念される犯罪累型
　・国家分裂＝「香港独立」などの主張が違法に
　・政権転覆＝共産党や香港政府への批判が違法に
　・ﾃﾛ活動＝ﾃﾞﾓがﾃﾛとみなされ集会の自由が制限
　・外国勢力との結託＝民主派が欧米に支援を求める動きが違法に
台湾の蔡英文（ﾂｧｲ・ｲﾝｳｪﾝ）総裁は「中国に失望した。全力で香港を支持する」。「香港の二
の舞のなりかねない」との危機感が強まる。

＊中英共同声明…一国二制度、50年保障「中国36年で破棄」
香港の返還や返還後の統治体制について中国と英国が1984年に合意した文書。中国本土
の社会主義を香港には適用せず、「従来の資本主義体制や生活様式を返還後50年間維持
する」と明記し、「一国二制度」を保証する内容だった。声明に基づき97年7月1日、香港の主
権は英国から中国へと返還された。

＊ｲﾝﾄﾞ都市封鎖　月末まで延長…感染者数、ｱｼﾞｱで突出
ｲﾝﾄﾞ政府は6月29日、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽへの感染予防策として同月末までとしていた都市封鎖
の期限を7月末まで延長するとした。ｲﾝﾄﾞは3月25日から封鎖をはじめ、期日を延長するのは
5度目。封鎖は感染者が多い地域を対象とする。しかし、ｲﾝﾄﾞの感染ﾍﾟｰｽはいつ鈍るか見通
せない。
・都市封鎖を続けてきたものの、ｽﾗﾑなどの貧困層を中心に感染拡大が続いている。商都ﾑ
ﾝﾊﾞｲがあるﾏﾊﾗｼｭﾄﾗ州の感染者が多い。

＊ｺﾛﾅﾜｸﾁﾝ　印ｾﾗﾑが参入…低ｺｽﾄで量産、年内4億回分
ﾜｸﾁﾝ生産世界最大手、ｲﾝﾄﾞのｾﾗﾑ・ｲﾝｽﾃｨﾁｭｰﾄ・ｵﾌﾞ・ｲﾝﾃﾞｨｱが新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ向けに参入
する。ﾗｲｾﾝｽ生産方式で年内にまず４億回分をつくる。ｺﾛﾅﾜｸﾁﾝは供給量の不足が懸念さ
れ、先進国を中心に囲い込む動きもある。低ｺｽﾄでの量産ﾉｳﾊｳを持つｲﾝﾄﾞ勢の参入で新興
国も調達しやすくなる。

＊中東、出稼ぎ100万人流出…低賃金労働　担い手失う
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ｱｼﾞｱ、帰国で送金減痛手
中東の湾岸産油国から、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽによる危機で失職したｱｼﾞｱ人労働者の大量出国が
近く始まる。100万人以上が帰国を準備し、渡航制限解除を待つ。産油国は経済の支え役を
失う。一方のｱｼﾞｱは送金の受け取りが減り、雇用環境が悪化する恐れもある。
・労働人口の半分以上を外国人が占める湾岸の産油国はそのしわ寄せがとくに厳しい。

＊中国、雇用回復に遅れ…6月景況感は改善「中小に波及せず」
中国国家統計局が30日発表した6月の製造業の景況感は3ヵ月ぶりに改善したが、雇用の
指数は逆に悪化した。背景には雇用を支える中小零細企業に景気対策の思惑が及んでい
ないことがありそうだ。
製造業のPMIは前月比0.3ﾎﾟｲﾝﾄ高い50.9だった。3月は52.0、4月、5月は50を上回ったがじり
じり下がった。だが、6月は回復が力強さを増している。
・景況感が改善しても、雇用が回復していない。
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2020/7/4 医薬

2020/7/4 経済 ＊ﾄﾖﾀ中国販売2割増…6月、2ヵ月連続で最高
ﾄﾖﾀ自動車は3日、中国での6月の新車販売台数が前年同月比22.8%増の17万2千台だったと
発表した。3ヵ月連続で前年実績を上回った。5月に続き2ヵ月連続で過去最高を更新。新型
「ｶﾛｰﾗ」など主力車種が堅調だ。
・ﾄﾖﾀの6月の中国販売はｶﾛｰﾗのほか「ﾚﾋﾞﾝ」や「ｶﾑﾘ」が好調で、高級車「ﾚｸｻｽ」も21.1%増
だった。地方の展示会などで販促に注力した。
・日産は4.5%増、ﾏﾂﾀﾞは7.3%増、ﾎﾝﾀﾞは4.1%減。中国全体は11%増の228万台になった見通し
だ。

＊東南ｱ、企業誘致を拡充…対中米欧、「脱中国」受け皿
東南ｱｼﾞｱ諸国連合（ASEAN)の加盟国が相次ぎ外資誘致の取り組みをﾃｺ入れしている。新
型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ禍の結果、世界の生産体制の再構築を模索する日米欧の企業の受け皿になる
思惑がある。2020年のｱｼﾞｱの新興国への投資は最大で45%落ち込む見通し。
・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱは24年までに19の工業団地を建設する。さらに、法人税を23年までに25%から20%
へ、22年には20%にする方針を打ち出した。
・ﾀｲも外資誘致を強化するROI（投資委員会）は農業関連の投資優遇措置を決めた。中国か
らの生産移転を検討する。
・ﾏﾚｰｼｱは5億ﾘﾝｷﾞ（125億円）以上の新規投資をした製造業の法人税を15年間ｾﾞﾛにするな
どの優遇策を盛り込んだ。

＊ｺﾞﾑ手袋　脱・出稼ぎ依存…最大手ﾄｯﾌﾟ・ｸﾞﾛｰﾌﾞ、医療用増産
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 自動化　AI・ﾛﾎﾞで加速
ﾏﾚｰｼｱのｺﾞﾑ手袋世界最大手、ﾄｯﾌﾟ・ｸﾞﾛｰﾌﾞは30億ﾘﾝｷﾞ（約750億円）を投じ、AIやﾛﾎﾞｯﾄを活
用した工場の新設・改修に乗り出す。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大で急増する医療向けの需
要を取り込む。課題となっていた「出稼ぎ」労働者への依存度をﾃﾞｼﾞﾀﾙ化で引き下げる。
・低賃金の労働力に依存した産業構造の変革は、ﾏﾚｰｼｱ全体の課題。
⦿ｺﾞﾑ手袋生産の世界ｼｪｱ（2019年）…ﾏﾚｰｼｱ企業で世界の7割のｼｪｱ
　　　・ﾄｯﾌﾟ・ｸﾞﾛｰﾌﾞ（ﾏﾚｰｼｱ）26%、・他のﾏﾚｰｼｱ企業41%、・ﾀｲ19%、
　　　・中国11%・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ3%

＊「日本製」中国に生中継通販…ｺﾛﾅ避け越境EC
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 化粧品・日用品　訪日消費を代替
ﾈｯﾄの生中継で商品を売る中国流の「ﾗｲﾌﾞｺﾏｰｽ」で日本の撮影現場からﾗｲﾌﾞ配信を通じ、
化粧品や日用品などを中国の消費者に直接売り込む仕組みだ。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの流行で訪
日中国人客が急減し、従来の商流が止まった。そこでｺﾛﾅ禍の中国で火が付いた新たな販
売手法に商機を見出そうとしている。
・「日本人が商品を選んでいることを示すことが安心感を生んでいる」と生中継では肥満対策
の機能性表示食品などがよく売れた。

＊中国新車販売11%増…6月　2ヵ月連続伸び2ｹﾀ
中国汽車工業協会は2日、6月の新車販売台数が前年同月比11%増の228万台の見通しだと
発表した。前年同月実績を上回るのは3ヵ月連続で、2桁の伸び率は2ヵ月連続となる。新型ｺ
ﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大で景気が落ち込むなか、政府のﾃｺ入れ策が需要を押し上げた格好だ。
ｲﾝﾌﾗ投資の拡大で商用車が大きく伸び、乗用車も購入補助金などの政策が需要増を後押
しした。
・ﾒｰｶｰ別でみると、ﾄﾖﾀ自動車など日系大手は好調だった。武漢市のﾎﾝﾀﾞも右肩上がりで復
調してきた。
・中国の中堅ﾒｰｶｰは外資や中国大手に押され、販売は苦戦している。

＊ﾋﾞﾘﾋﾞﾘ動画　「投げ銭」で再浮上…中国配信大手、部門売上高2.7倍
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　脱・ｹﾞｰﾑ依存へ事業転換
中国の動画配信大手、ﾋﾞﾘﾋﾞﾘが第二の成長期を迎えている。同国版「ﾆｺﾆｺ動画」として人気
を得たが、違法動画問題などで停滞した。そこで独自ｺﾝﾃﾝﾂの拡充や「投げ銭」など課金型
への転換を進め、直近の動画事業売上高は2.7倍に急拡大した。李旎最高執行責任者
（COO)は「今後はｴﾝﾀﾒ分野のﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑを目指す」とする。
・今後は最終赤字が続く中、いかに収益をあげるかが経営課題となる。
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＊ｲﾝﾄﾞ新車販売55%減　大手5社6月
ﾏﾙﾁ・ｽｽﾞｷなどｲﾝﾄﾞ自動車大手5社の6月の国内新車販売台数（出荷ﾍﾞｰｽ）は9万8千台と前
年同月比55%減少した。工場や販売店の閉鎖を命じる都市封鎖が5月中旬から段階的に緩
和され、6月は各社の生産拠点と多くの系列販売店が業務を再開したが、回復には時間が
かかりそうだ。
・ﾏﾙﾁは54%減、2位の現代は49%減、ﾄﾖﾀは64%減、ﾎﾝﾀﾞは86%減と落ち込みが大きかった。業
界の販売台数は89%減だった。

＊ｺﾛﾅﾜｸﾁﾝ新工場…中国医薬集団、量産へ準備
中国の国有製薬大手、中国医薬集団（ｼﾉﾌｧｰﾑ）は、開発中の新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ向けﾜｸﾁﾝを生
産する新工場を湖北省武漢市に完成させた。北京市にも4月に生産設備を設置済みで、年
間の生産能力は合計で２億回分に達する。新型ｺﾛﾅﾜｸﾁﾝは世界の製薬会社が開発を急い
でおり、中国勢は量産体制を整え、いち早く実用化を目指す。
・第2期の臨床試験で被験者全員にｳｲﾙｽを中和させる抗体が生成したと発表した。第3期の
臨床実験はアラブ首長国連邦（UAE)で実施する。2020年末の実用化を見込む。

＊ｲﾝﾄﾞ、中国客・製品排除…ﾎﾃﾙ宿泊禁止/不買運動
中印両軍の国境係争地域での衝突を受け、ｲﾝﾄﾞで中国の顧客や製品を排除する動きが広
がっている。首都ﾆｭｰﾃﾞﾘｰでは地元のﾎﾃﾙ協会が傘下の約3千のﾎﾃﾙに中国人を宿泊させ
ないよう指示した。同協会は安価で泊まれるﾎﾃﾙやｹﾞｽﾄﾙｰﾑが加盟し、ﾃﾞﾘｰでの部屋数は
合計7万5千に上る。加盟ﾎﾃﾙに対し、中国製の家具やｷｯﾁﾝ用品なども使わないよう求め
る。
・ｲﾝﾄﾞ貿易団体も中国製品の不買運動を6月中旬から呼びかけている。参加する貿易業者
は7千万に上る。11月の「ﾃﾞｨﾜﾘ」でも中国品を排除。
・中国に弱腰を見せると支持を失いかねないﾓﾃﾞｨ政権は中国の59のｱﾌﾟﾘの使用禁止といっ
た強硬な措置を続ける。
・中国排除でｲﾝﾄﾞ経済が一段と落ち込む可能性もある。

＊英の香港住民支援「重大な内政干渉」…中国が批判
中国の劉暁明・駐英大使は6日の記者会見で、「香港国家安全維持法」の制定を受けて英国
移住の権利を拡充することについて「重大な中国への内政干渉」と批判した。同法へのｼﾞｮﾝ
ｿﾝ政権の反応に触れ「無責任な言及が多い」と指摘し、中国に返還された香港に関して「英
国に主権や監督権はない」と訴えた。
・ｼﾞｮﾝｿﾝ政権は同法を「香港の高度の自治を侵害する」と批判し、香港を脱出したい人を積
極的に受け入れる姿勢を示している。
・劉氏は一国二制度を害するとの批判に対して「絶対に違うと」主張し、逆に一国二制度を
「実行するための重要な布石だ」と述べる。「法の対象となる罪は極めて狭い範囲だ」と理解
を求めた。

＊ｽｰﾊﾟｰｱﾌﾟﾘ戦略　岐路…東南ア2強ｸﾞﾗﾌﾞ・ｺﾞｼﾞｪｯｸ
　　　　　「生活全般お任せ」を見直し➞　配車・宅配・決済に集中
東南ｱｼﾞｱ配車ｻｰﾋﾞｽ2強、ｸﾞﾗﾌﾞとｺﾞｼﾞｪｯｸは祖業の配車・宅配・決済など金融に経営資源を
集中する。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの影響でともに約10年前の創業以来初の人員削減に踏み切り、
非中核事業から撤退する。生活関連のあらゆるｻｰﾋﾞｽを提供する「ｽｰﾊﾟｰｱﾌﾟﾘ」構想は見直
しを迫られた。
・「ゆりかごから墓場まで」の構想は練り直しを余儀なくされ、ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟの雄が創業以来、最
大の苦境に立たされている。

＊新興国、ｺﾛﾅ対応悪循環…財政脆弱、貧困層への支援不十分
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 経済再開で感染拡大
ﾌﾞﾗｼﾞﾙやｲﾝﾄﾞなど、新興・途上国で新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大が止まらない。財政に余力が
なく、所得保障が不十分なことなどから貧困層を中心に困窮が進み、経済活動の自粛（営業
規制）が進まないなどが要因だ。政府も経済活動再開を急ぎ、感染が拡大する悪循環に
陥っている。
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経済 ＊韓国・ｻﾑｽﾝ、ｽﾏﾎ首位暗雲…出荷台数4～6月3割減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2位　ﾌｧｰｳｪｲ微減
ｻｸｽﾝ電子が4～6月期のｽﾏﾎ世界ｼｪｱで、中国の華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）に首位を明け渡す可
能性が高まった。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大で同期間の出荷台数が前年同期比で約3割
減った模様で、微減のﾌｧｰｳｪｲと明暗を分けた。ｽﾏﾎの販売不振は業績全体に響くが、ｺﾛﾅ
の収束以外に復活の糸口が見えない。
・ﾌｧｰｳｪｲの首位も盤石ではない。米ｸﾞｰｸﾞﾙのｱﾌﾟﾘが使えないので、使い慣れたｻﾑｽﾝなど、
他社の機種に乗り換えしているのが現状。
・中国に次ぐ巨大市場のｲﾝﾄﾞでは、国境紛争のあおりで中国製品のﾎﾞｲｺｯﾄ運動が広がる。
同市場首位の小米が販売低迷に陥り、ｻﾑｽﾝが「漁夫の利」を得る構図となっている。

＊「ﾎﾜｲﾄ物流」首都圏でも…ﾀﾞｲｷﾝ　月末の集中配送回避
ﾀﾞｲｷﾝ工業はﾙｰﾑｴｱｺﾝを運送するﾄﾞﾗｲﾊﾞｰの労働負荷を下げる新たな物流ｼｽﾃﾑを全国規
模で採り入れる。量販店と取引がある大型物流倉庫にｴｱｺﾝを仮置きする仕組みを導入。月
末以外にも製品を運び、政府が提唱する作業の負荷を平準化した「ﾎﾜｲﾄ物流」を目指す。
・月末に量販店に直送する仕組みから、大型倉庫を間借りすることで、ﾄﾗｯｸの台数に余裕が
あるときに製品を大型倉庫に運び、物流を平準化出来る。海外から輸入する機種も港から
大型倉庫へ直送できる。
・ｴｱｺﾝに乗せる際もﾊﾟﾚｯﾄを利用するが積み下ろしの時間は短縮できる。

＊中国半導体　2.2兆円調達…昨年の2.2倍　政府系が支援
半導体の国産化を目指す中国企業が資本調達を急拡大している。2020年の調達額は5日
時点で約2兆２千億円と、半年で１９年通年の約2.2倍となった。支援の主役は政府生き残り
を懸けて半導体の自給率向上を急ぐ。
・先端的なﾛｼﾞｯｸ半導体の量産はTSMCに韓国ｻﾑｽﾝ電子、米ｲﾝﾃﾙを加えた「ﾋﾞｯｸﾞ3」の寡占
状態だ。
・中国は量産に必要な製造装置も大半を日米欧のﾒｰｶｰに頼る。最先端の半導体では基盤
に転写する工程で「EUV(極端紫外線）」対応の露光装置が不可欠で、ｵﾗﾝﾀﾞのASMLのみが
商用化に成功している。だが、ｵﾗﾝﾀﾞが輸出の許可を出さない状況が続いている」。中国と世
界との技術力の開きはなお大きい。

＊ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ・ﾊｲﾌﾗｯｸｽ、再建土俵際…支援破談、不正疑惑も
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙの水処理大手、ﾊｲﾌﾗｯｸｽの再建が迷走している。外部企業との支援合意が破談
となったうえ不正会計疑惑も浮上した。巨額債務の支払い猶予期限は7月末に迫る。水の自
給を目指すｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙの国策の担い手として注目された企業が、土俵際まで追い込まれた。
・ﾊｲﾌﾗｯｸｽが経営再建に失敗したとしても、ﾏﾚｰｼｱとの契約が切れる61年までに「水を自給
する体制は整えられる」とｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ国立大学ﾘｰ・ｸｱﾝﾕｰ政策大学院のｼﾝｼｱ・ﾄﾙﾀｼﾞｬﾀﾞ上級
研究員は指摘する。

＊中国1.1%（4～6月期）成長　ﾌﾟﾗｽ転換…生産・消費、V字回復遠く
日経新聞社と日経QUICKﾆｭｰｽがまとめた中国ｴｺﾉﾐｽﾄ調査によると、中国の4～6月期の実
質国内総生産（GDP)成長率の予想平均値は1.1%だった。生産や消費が回復し、新型ｺﾛﾅｳｲ
ﾙｽが直撃した1～3月期のﾏｲﾅｽ6.8%からﾌﾟﾗｽに転換を見込む。
⦿日経・NQN中国ｴｺﾉﾐｽﾄ調査予想の平均値
　　　　（％）　　　　4～8月期　　2020年　　2021年　　2022年
　GDP成長率　　　　1.1　　　　　　1.6　　　　　7.7　　　　　5.5
　CPI 成長率         2.5             2.8           2.1           2.5
  人民元の対㌦　　                  7.08          7.05         7
     (１㌦＝元）

＊英、ﾌｧｰｳｪｲ段階的排除…現地報道　5Gで米に追随
英政府は次世代通信機規格「5G」から、中国の通信機器大手、華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）の製品
を段階的に排除する方針だ。現地ﾒﾃﾞｨｱが一斉に報じた。英政府は1月に同社製品の限定
仕様を認めていたが、米国の制裁強化を受けて方針を転換する。
・米の制裁強化でﾌｧｰｳｪｲが必要な部品調達をできなくなり、「ｾｷｭﾘﾃｨｰ上の安全を保てなく
なった」と判断した。
・ﾗｰﾌﾞ英外相は4月の記者会見で「新型ｺﾛﾅの危機の後は中国といつものようなﾋﾞｼﾞﾈｽは出
来ない」と述べた。
・旧宗主国である英国は香港の「高度自治権」を明記した1984年中英共同声明を否定する
行動を強く批判し、中国に対して厳しい姿勢を取らざるを得なくなっている。
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＊中国、経営者もライﾌﾞ通販…苦肉の策、意外にも定着
ﾈｯﾄの生中継で商品を売る中国の「ﾗｲﾌﾞｺﾏｰｽ」で、経営ﾄｯﾌﾟ自ら販売に乗り出す動きが広
がっている。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽで危機に直面した企業が打開策として始めたところ、予想以上
の効果があったためだ。中国はｺﾛﾅ禍のﾋﾟｰｸを超えたようだが、経営者の出演はﾗｲﾌﾞｺﾏｰｽ
の有力な手法として定着しつつある。
・当初はﾈｯﾄ企業が苦肉の策として始めたが、その後にﾒｰｶｰも参入。中国を代表する女性
経営者である家電大手、珠海格力電器の董明珠董事長も登場し産業界全体に広がった。
・中国最大級のﾈｯﾄ通販ｾｰﾙの6月18日、ﾈｯﾄ通販ｻｲﾄが経営ﾄｯﾌﾟの専門ｺｰﾅｰを開設。この
日、600人ものﾄｯﾌﾟがﾗｲﾌﾞｺﾏｰｽを行ったという。

＊ﾀﾞｲｷﾝ、空気清浄機を自社生産
ﾀﾞｲｷﾝ工業は空気清浄機の自社生産に乗り出す。ﾏﾚｰｼｱにある家庭用ｴｱｺﾝの工場内に専
用の製造ﾗｲﾝを設け、１2月から年間15万台規模で生産する。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大で、
東南ｱｼﾞｱや欧州など空気清浄機が普及していなかった地域にも空気の質を高める需要が
拡大している。中国ﾒｰｶｰへ生産委託も続け、ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙの供給体制を強化する。

＊越国営石油、遠い自前生産…ﾍﾟﾄﾛﾘﾒｯｸｽに政治の壁
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ENEOSと合弁遅れ
ﾍﾞﾄﾅﾑの国営企業で、ｶﾞｿﾘﾝ小売り最大手のﾍﾟﾄﾛﾘﾒｯｸｽの事業改革が停滞している。ENEOS
の山口県の製油所に出資して石油精製に進出。国境を越えて精製から販売に至る一貫体
制を構築する計画だが、ﾍﾞﾄﾅﾑ政府から出資の承認がなかなか下りない。2021年に共産党
指導部の交代期を控え、政府が重要な判断を避ける傾向を強めている。今後の成長戦略に
影響を及ぼす可能性がある。
・19年4月をﾒﾄﾞとしていた合弁会社の設立は今も見えないままだ。

＊東南ｱ、新車販売7割減…5月　欧米中より回復鈍く
東南ｱｼﾞｱ主要6ヵ国の5月の新車販売台数は前年同月比70%減（4月82%減）の9万1千台だっ
た。主要市場と比べると回復は鈍い。ﾀｲは54%減、4月より回復。ﾏﾚｰｼｱの5月は62%減、4月
は実質0。ｲﾝﾄﾞﾈｼｱは96%減、4月の91%より悪化。

＊現代自、出遅れEVで猛追…販売、世界4位に浮上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1～3月　5年後、年産10倍　100万台へ
自動車販売5位の韓国・現代自動車ｸﾞﾙｰﾌﾟが、EVで巻き返しを始めた。2020年1～3月期の
販売台数は中国BYDを抜き4位に浮上した。25年には年産台数を10倍の100万台規模に増
やす。後追いながらも動き出すと早い特徴を生かし、環境車でも世界大手の地位確立をめざ
す。
⦿現代自はEV市場で世界4位に浮上
　①ﾃｽﾗ（米）29%、②日産・ﾙﾉｰ（日仏）13%、③VW（独）11%、
　④現代自G（韓）8%、⑤BYD（中）6%、⑥その他33%

＊東南ｱｼﾞｱ、ﾏｲﾅｽ3.3%成長…今年見通し　ｺﾛﾅで下方修正
⦿東南ｱｼﾞｱとｲﾝﾄﾞのGDP成長率（前年比、%）（日経調査）
                     2019年　 20年（予）　21年（予）　22年（予）
　東南ｱ（5ヵ国）　　3.9    ▴3.3(2.7)    4.9(4.4)    4.3(4.6)
  　 ・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ       5.0    ▴0.3(4.2)    4.7(4.9)    4.9(5.2)
　　 ・ﾏﾚｰｼｱ　　　　4.3     ▴4.8(2.1)    4.7(5.0)    5.2(5.3)
　　 ・ﾌｲﾘﾋﾟﾝ　　     6.0     ▴3.3(5.1)    6.3(6.5)    5.6(6.4)
　　 ・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ      0.7    ▴5.6(▴0.2)   5.3(2.5)    2.4(2.5)
      ・ﾀｲ               2.4     ▴6.7(0.3)    4.2(3.0)    2.8(3.1)
   ｲﾝﾄﾞ　　　　　　　　4.2　　 ▴5.1(5.1)    6.9(5.9)    6.5(6.0)
　　　（注）ｶｯｺ内は今年3月の前回調査。5ヵ国は加重平均

＊ｱｯﾌﾟﾙ新機種　有機EL…iPhone「5G」全４ﾓﾃﾞﾙ
　　　　　　　　　　　　　　　　　脱・液晶産業構造転換
米ｱｯﾌﾟﾙは2020年後半に発売するｽﾏﾎ「iPhone」の全新機種に高精細で軽量の有機ELﾊﾟﾈﾙ
を採用する見通しだ。これまで液晶ﾊﾟﾈﾙと併用していたが、韓国ｻﾑｽﾝ電子など競合他社が
搭載機種を増やしており方針を転換する。脱液晶の流れが加速し、部品や素材ﾒｰｶｰを含め
たﾊﾟﾈﾙ産業の構造転換につながりそうだ。
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＊中国乗用車販売1.8%増…6月、出荷ﾍﾞｰｽ　店の実売6%減
中国汽車工業協会は10日、6月の乗用車販売台数が前年同月比1.8%増の176万台だったと
発表した。2ヵ月連続のﾌﾟﾗｽとなったが、販売店の実売台数はﾏｲﾅｽに転じたというﾃﾞｰﾀもあ
る。
・消費者の購入意欲に陰りも出ており、政府は販売支援策の延長に乗り出した。重慶市政府
は、6月末を補助制度を10月まで延長した。浙江省杭州市の一部地区の政府も6月末が期
限だった購入制度を延長した。
・ﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟﾄﾗｯｸの市内中心部の乗り入れ規制を緩和し、需要伸びる。

＊電池「供給枠」奪い合い…ﾎﾝﾀﾞ・CATL提携　部品と主従逆転
ﾎﾝﾀﾞ車載電池の世界大手、中国・寧徳時代新能源科技（CATL)との資本提携を決めた背景
には、市場拡大を見込まれるEV用の電池調達を巡る激しい争奪戦がある。世界の自動車大
手が供給能力を高めるCATLに接近。電池の「供給枠」を奪い合う構図だ。
・CATL製の電池の品質は「ﾊﾟﾅｿﾆｯｸなど日本製の電池に劣る面はあるが、着実に追い上げ
ている」との指摘もある。
・今回のﾎﾝﾀﾞのCATLの出資は、業界内の「主従」が逆転し始めたことを象徴している。

＊①ｺﾛﾅ対策　衆知を結集　「ﾊｯｶｿﾝ」脚光…産官学、短期で新技術
企業や個人がｱｲﾃﾞｱを持ち寄り、短期間で新技術開発を競うｲﾍﾞﾝﾄ「ﾊｯｶｿﾝ」。新型ｺﾛﾅｳｲﾙ
ｽがもたらす数多くの課題に対し、世界中の産官学がこの手法で挑んでいる。日本は大々的
に技術を募る動きは鈍い。
⦿ｺﾛﾅ対策を募った主なﾊｯｶｿﾝ（主催（開催時期）＝取り組み『表彰例』）
・NASAなど５つの宇宙機関（5月下旬）＝NASAの宇宙開発技術を生かす。
　　　150ヵ国から1万5千人以上が参加『選考中』
・WHOやﾌｪｲｽﾌﾞｯｸなど（3月下旬）＝医療や職場、教育などﾃｰﾏは幅広い。
　　　1万8千人以上が参加し、約90件が選ばれた『ｽﾏﾎで指先の動画を
　　　撮影すると、酸素飽和度や脈拍を計測できるｱﾌﾟﾘ』

＊ﾄﾖﾀ、中国から特殊鋼板…EVﾓｰﾀｰ　日本勢を追い上げ
EVに使う電磁鋼板と呼ばれる高機能な鋼材について、ﾄﾖﾀ自動車が中国最大手の宝武鋼鉄
集団の製品を一部採用することが13日、分かった。同鋼板は高い生産技術が必要で、これ
までは主に日系の製鉄大手から調達してきた。中国の製鉄産業は汎用品の大量供給を強
みとしてきたが、質でも日本勢を追い上げ始めた。
・宝武は中国での電磁鋼板ｼｪｱが6割を占める。
・電磁鋼板は電動車の基幹部品であるﾓｰﾀｰなどに使う。特殊な処理で鋼材に磁気を持たせ
ており、不純物を取り除くなど高度な技術が必要。航続距離など省ｴﾈ性能に直結する。

＊米ｷﾞﾘｱﾄﾞ　ｺﾛﾅ薬ﾚﾑﾃﾞｼﾋﾞﾙ…死亡率低下を確認
米製薬大手ｷﾞﾘｱﾄﾞ・ｻｲｴﾝｼｽﾞ10日、抗ｳｲﾙｽ薬「ﾚﾑﾃﾞｼﾋﾞﾙ」が、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ患者の回復を
促したり死亡率を下げたりすることを確認したとの研究結果を発表した。
ﾚﾑﾃﾞｼﾍﾞﾙを5日間投与した312人と通常の治療を受けた症状が近い患者818人のﾃﾞｰﾀを比
べた。投与した患者は14日目までに74.4%が回復した。投与しなかった患者は59.0%だった。
投与を始めて14日後の患者の死亡率は7.6%となった。投与を受けなかった患者の12.5%より
も低かった。
米食品医薬品局（FDA)は5月、ﾚﾑﾃﾞｼﾍﾞﾙを新型ｺﾛﾅに限って投与を許可。

＊②
・EUの欧州委員会（4月下旬）＝約2200の多国籍ﾁｰﾑが参加。勝ち残った
　　　120ﾁｰﾑは約5000の民間企業や公共機関が支援する『眼鏡ﾌﾚｰﾑに
　　　ｾﾝｻｰを搭載し、体温や酸素飽和度を測定する製品』
・日本の人材ﾍﾞﾝﾁｬｰgroovesのﾏﾚｰｼｱ法人（3～4月）＝米ﾏｲｸﾛｿﾌﾄなど
　　　がｽﾎﾟﾝｻｰ。32ヵ国から約400ﾁｰﾑが参加『防護器具を３Dﾌﾟﾘﾝﾄ技術
　　　で作り、迅速に届ける事業』
・ﾊﾟﾘ大学と仏ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ（3月）＝新たな遠隔医療ｼｽﾃﾑの開発『在宅で患
　　　者の症状や重症度合いを診断できるｼｽﾃﾑ』
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＊ｺﾛﾅ集団免疫「不可能」…韓国政府　抗体ほぼ確認できず
韓国政府が3055人を対象に新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの抗体検査を実施したところ、抗体が確認できた
のはたった1人だった。「抗体を持つ人がいないということは、韓国社会が集団免疫を形成す
ることが不可能だ」と指摘。「有用なﾜｸﾁﾝが登場するまで1～2年以上かかるものと思われ
る」。
・ｳｲﾙｽに感染すると体内に免疫ができ、再感染はしにくいと考えられている。集団で免疫を
持つ人が一定割合に達すると感染拡大にﾌﾞﾚｰｷがかかり終息に向かうとされる。

＊中国ﾜｸﾁﾝ開発、軍が支援…新興ｶﾝｼﾉ　はや供給許可
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｺﾛﾅ治験、ｶﾅﾀﾞと
中国の新興製薬企業、康希諾生物（ｶﾝｼﾉ･ﾊﾞｲｵﾛｼﾞｸｽ、天津市）が新型ｺﾛﾅﾜｸﾁﾝ開発を急
いでいる。第1段階の臨床試験（治験）では世界で初めてﾋﾄで効果を確認した。軍の強力な
支援と海外製薬から学んだ技術が背景にある。米欧との開発競争が過熱する中、有効性や
安全性の担保が課題となる。
・中国政府や軍との結びつきが深いｶﾝｼﾉがなぜ、ｶﾅﾀﾞ側との共同研究で合意できたのか。
裏にあるのが強力な海外人脈だ。
・18年に破傷風などのﾜｸﾁﾝ約40万本が品質基準に達していなかったことが発覚。「もう国産
品は使いたくない」との評価がある。「承認を急ぐあまり、技術的な要求を弱めないかが心配
だ」とﾍﾟﾝｼﾙﾊﾞﾆｱ大学の張洪涛副教授語る。

＊対中制裁「ﾄﾞﾙ封じ」の構え…米、香港自治法成立
　　　　　　　　　　　　　　「資産凍結や融資禁止」「金融不安・報復ﾘｽｸも」
ﾄﾗﾝﾌﾟ大統領は14日署名して成立した「香港自治法」は、中国の大手銀行への金融制裁に
道を開く。米銀との取引を禁じる8つの手法を列挙した。ﾄﾞﾙ調達の封じ込めという中国への
強烈な「脅し」だが、実行すれば世界の金融ｼｽﾃﾑに亀裂が入りかねない。
・2次制裁として、その個人や団体と取引がある金融機関も対象となる。香港自治法は具体
的な制裁手法を掲げており
　①米銀による融資の禁止②外貨取引の禁止③貿易決済の禁止④米国内の資産凍結⑤
米国からの投融資の制限⑥米国からの物質輸出の制限ーーなど8項目が決まった。
・「中国経済の将来はﾄﾞﾙ取引にかかっている。中国の巨大銀行がﾄﾞﾙより（香港の）迫害者と
の取引を優先するならそうすればよい」と言う。

＊中国経済　雇用なき復活…4～6月3.2%成長　生産・投資、政府主導
　　　　　　　　　　　　　　　　　　弱い消費や洪水　不安要因
中国経済が先進国より早く新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの打撃から立ち直ってきた。16日発表の4～6月の
国内総生産（GDP)の実質成長率は前年同期比3.2%と２四半期ぶりにﾌﾟﾗｽに転換した。回復
は雇用に波及せず消費も弱いままで、下期は洪水など不安要因もある。
⦿中国経済は雇用の改善が課題となる（前年同期比増減）
　・実質成長率＝「1~3月▴6.8%➚4~6月3.2%」先進国に先駆け＋に転換
　・工業生産＝「1~3月▴8.4%➚4~6月4.4%」自動車の生産が急回復
　・小売売上高＝「1~3月▴19.0➚4~6月▴3.9」ﾈｯﾄ好調も外食不振
　・新規雇用＝「1~3月▴29.3%➚4~6月▴18.9%」単月では5,6月とー幅拡大

＊中国5社製品使う企業…米政府、来月から取引排除
　　　　　　　　　　　　　　　　 日本企業800社対象
米政府は8月、華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）など中国企業5社の製品を使う企業が米政府と取引する
ことを禁じる法律を施行する。対象の日本企業は800社を超え、該当する中国製品の排除が
必要となる。米中対立の激化で、世界のﾊｲﾃｸ市場の分断が加速する。中国製品への依存
を強めていた日本企業の調達戦略も修正を迫られている。
⦿5社＝ﾌｧｰｳｪｲ（通信基地局世界首位、ｽﾏﾎ2位）、ZTE（通信基地局4位）、ﾊｲｸﾋﾞｼﾞｮﾝ（監
視ｶﾒﾗ首位）、ﾀﾞｰﾌｧ・ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ（監視ｶﾒﾗ2位）、ﾊｲﾃﾗ（特定用途無線大手）
・「5社の製品の不使用をどの程度まで調査しなければならないかが明確ではなく、日本企業
として引き続き状況の注視が必要」と話す。

＊香港不動産　急ﾌﾞﾚｰｷ…ｵﾌｲｽ空室率12年ぶり高水準
　　　　　　　　　　　　　ｺﾛﾅに国安法が追い打ち「域外・多角化探る」
香港の不動産需要が急減速している。米中摩擦や新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ問題による変調に、香港
国家安全維持法などをめぐる政情不安が追い打ちかける。賃料下落に歯止めがかからず、
中心部のｵﾌｲｽ空室率は12年ぶりの高水準だ。不動産各社は香港域外での事業展開を模
索する。
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2020/7/18 経済 ＊台湾IT、4ヵ月連続増収…6月5%増　通信ｲﾝﾌﾗ需要で
世界IT景気を占う台湾の主要19社の6月の売上高を集計したところ、合計額は前年同月比
5.2%だった。増収は4ヵ月連続。
・TSMCなど半導体大手が新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽによる通信ｲﾝﾌﾗ需要をとらえ、全体を牽引した。6
月の19社合計の売上高は9975億台湾㌦（約3兆6千億円）で、19社中12社が増収を確保し
た。
・電子機器の受託製造ｻｰﾋﾞｽ（EMS)では鴻海精密工業が9%減だった。iPhoneの廉価版「SE」
の生産需要でｺﾛﾅ後にいち早く立ち直ったが、息切れし3ヵ月ぶりの減収になった。

＊TSMC、米中摩擦でも破竹…4～6月最高益、通期20%増収予想
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾌｧｰｳｪｲ分穴埋め
半導体大手の台湾積体電路製造（TSMC)が16日発表した2020年4～6月期の決算は、純利
益が過去最高を更新した。高機能ｽﾏﾎ向けなどが伸びた。通期の売上高見通しも上方修正
し、前期比20%増収とした。米中摩擦のなかでも強さを見せるが、中国のｽﾏﾎﾒｰｶｰとの関係
がﾘｽｸとして残る。
・TSMCの強気の背景には、5Gｽﾏﾎ用の最先端の半導体は自社しか作れないという自負が
ある。回路線幅が７ﾅﾉ（ﾅﾉは10億分の１）㍍が最先端品だ。TSMCは売上高の36%を占める。
・ｽﾏﾎ市場は年間13億台のうち、中国ﾒｰｶｰは3～4割を占める。中国ﾒｰｶｰと中国政府が共
同で「TSMC外し」を強めたりする可能性がある。
 TSMCの技術力が突出しているため、すぐにはこうした動きはとれない。
 ただ、中国ｽﾏﾎﾒｰｶｰを敵に回すことは中期的なﾘｽｸになりうるとの指摘。

＊ｻｲｱﾑ商銀　ｸﾞﾗﾌﾞに反撃…料理宅配参入、手数料無料に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　加盟店融資で収益を稼ぐ
ﾀｲ王室系のｻｲｱﾑ商業銀行は7月下旬に料理宅配に参入する。販売手数料は取らず、加盟
する飲食店への融資で収益を得るﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙを採用する。料理宅配で先行するｸﾞﾗﾌﾞなど
の配車大手は融資や保険販売といった金融機関の領域に進出しており、業界の垣根を超え
た競争が激化する。

＊中国　ｺﾛﾅ禍でも住宅熱…4～6月成長率　押し上げ要因
　　　　　　　　　　　　　　億ｼｮﾝ400戸、即日完売　価格下落が決め手に
中国の2020年4～6月の実質成長率は２四半期ぶりにﾌﾟﾗｽに転換した。北京市酒仙橋の新
築ﾏﾝｼｮﾝの展示場、1平方㍍9万5千元（約150万円）の高級物件だが、全400戸のうち6月だ
けで50戸売れたという。
・SARSは03年4月に北京で感染広がり、直後の5月の新築物件の平均価格は前月比4割も
下がった。6月にSARSが収束すると住宅ﾌﾞｰﾑが起き、価格も高騰した。ｺﾛﾅでも販売好調、5
月の中古物件は1.8%上昇した。
・天安門広場から東に40ｷﾛの河北省燕郊。販売員が囁いた「家を見ないか。河北省の戸籍
でなくても買えるぞ」。河北戸籍以外はﾏﾝｼｮﾝを買えない規制は4月からひそかに緩められて
いる。燕郊に住む北京のｻﾗﾘｰﾏﾝは帰宅時間はにｺﾛﾅの検問のため数時間も遅れる。住宅
地として本来の価値があらわになり、地元政府も規制を緩めざるをえないようだ。

＊TikTok米で制裁論…対中国、情報流出を警戒
米ﾄﾗﾝﾌﾟ政権内で中国の北京字節跳動科技（ﾊﾞｲﾄﾀﾞﾝｽ）が運営する動画投稿ｱﾌﾟﾘ
「TikTok(ﾃｨｯｸﾄｯｸ）」の制裁論が浮上している。中国政府に利用者情報が流出するのを警戒
するからだ。ﾃｨｯｸﾄｯｸは華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）に続く対中強硬派の標的になりつつあるが、若
者中心に浸透しており、米政権も難しい対応を迫られている。

＊ｴｰｻﾞｲ、強い非財務資本…新薬候補など豊富な知財
　　　　　　　　　　　　　　　　　　株価に上昇余地も
ｴｰｻﾞｲの株式市場での評価が高まっている。8日に世界で初となる認知症の新興を抑える薬
の承認申請にこぎつけ、新薬候補が抱える豊富な知的財産など「非財務資本」が注目され
ているからだ。注目はこうした非財務資本を生む莫大な資金を捻出し続けられる安定した財
務だ。BS脳経営という同社ならではの強みがある。
・三菱UFJﾓﾙｶﾞﾝ・ｽﾀﾝﾚｰ証券の若尾正示氏は「ｴｰｻﾞｲは株価を左右する新薬創出を支える
財務の強さが業界で突出している」と指摘。
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＊塩野義、年3000万人分生産・・・ﾜｸﾁﾝ国内供給量増強
塩野義製薬は11月にも臨床試験（治験）に入る新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽﾜｸﾁﾝについて、2021年末まで
の生産能力をこれまでの計画の約3倍の年3000万人以上に引き上げる。海外ﾜｸﾁﾝへの輸
入依存のﾘｽｸを減らすため、開発段階から大規模量産の準備に踏み切る。
・新型ｺﾛﾅのﾜｸﾁﾝはｳｲﾙｽの遺伝子情報を基に昆虫細胞を使ってﾜｸﾁﾝをつくる。塩野義はﾜ
ｸﾁﾝ開発では後発だが、19年に買収したUMﾌｧｰﾏ（秋田市）が昆虫細胞による培養技術を
持っており、参入に踏み切った。
・政府は一部投資額を支援する。供給網の整備を進めるためには、このような制度の検討も
課題となりそうだ。

＊ﾏﾆﾗ空港拡張　白紙に…6財閥、採算懸念で離脱
　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾄﾞｩﾃﾙﾃ政権　計画見直し拒否
ﾏﾆﾗの「空の玄関口」であるﾆﾉｲ・ｱｷﾉ国際空港（通称ﾏﾆﾗ空港）の拡張計画が白紙に戻っ
た。開発を担う予定だった6財閥の企業連合が採算への懸念から計画見直しを求めたとこ
ろ、政府は拒否し、離脱を余儀なくされた。ｲﾝﾌﾗ開発による景気回復を急ぐﾄﾞｩﾃﾙﾃ政権との
溝があらわになった。
・景気回復のｲﾝﾌﾗ開発に前のめりの政府と、資金の出し手である財閥との間に隙間風が吹
き始めたことでｺﾛﾅ後の経済再興に影が差す。

＊中国で大雨　被害1兆円か…3800万人被災、農業・物流に影響
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　経済回復に新たな重荷
中国で6月から断続的に大雨が降り、長江流域で浸水や土砂崩れなどの水害が起きてい
る。豚肉や農産物の主要な産地も被害を受け、経済損失は日本円で1.3兆円に及ぶ見通し
だ。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽから回復へ向かう経済活動の重荷になりそうだ。
・中国ﾒﾃﾞｨｱによると三峡ﾀﾞﾑの下流にある武漢市では7日警戒水位を超え、市政府が被害
の深刻な地域の住民を小学校やﾎﾃﾙなどに避難させた。道路が水であふれ、ｺﾞﾑﾎﾞｰﾄを使っ
て救助される住民もいたという。

＊ｽｰﾊﾟｰｱﾌﾟﾘ　ｱｼﾞｱが先行…中国発、東南ｱｼﾞｱでじわり
　　　　　　　　　　　　　　　　　　「ｱｯﾌﾟﾙ対抗へ」
米ｱｯﾌﾟﾙとｸﾞｰｸﾞﾙがﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾏｰとして支配力を持つｽﾏﾎﾋﾞｼﾞﾈｽを中国発の「ｽｰﾊﾟｰｱﾌﾟﾘ」が
揺さぶっている。ｱｯﾌﾟﾙやｸﾞｰｸﾞﾙなどを介さずに様々なｻｰﾋﾞｽを利用出来るのが特徴だ。通
常ｱﾌﾟﾘの手数料収入減になりかねないことから、ｱｯﾌﾟﾙなどが警戒感を強めている。
利用者18億人・・他社に先駆けてｻｰﾋﾞｽを始めたのが騰訊控肢（ﾃﾝｾﾝﾄ）だ。19年末時点で
SNSの「ｳｨﾁｬｰﾄ」に組み込まれた登録ﾐﾆｱﾌﾟﾘが約230万と、ｱｯﾌﾟﾙがｽﾄｱで扱う数とほぼ同
程度に上った。通販首位のｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団も約200万、検索大手の百度（ﾊﾞｲﾄﾞｩ）は約40万のﾐﾆ
ｱﾌﾟﾘを抱える。3社で利用者は18億人に達する。

＊富士ﾌｲﾙﾑのｱﾋﾞｶﾞﾝ…月内にも　ｸｳｪｰﾄで1千人治験
富士ﾌｲﾙﾑHDなどは、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの治療薬として承認を目指す「ｱﾋﾞｶﾞﾝ」の臨床試験（治
験）を月内にもｸｳｪｰﾄで始める。最大1千人程度の参加者をを集める大規模な治験で、新型ｺ
ﾛﾅ薬としての効果や副作用を確かめる。
・富士ﾌｲﾙﾑが3月末に96人の参加を目標に治験の参加者集めが難航。
 ⦿ｱﾋﾞｶﾞﾝの後発薬は中国やﾛｼｱ、ｲﾝﾄﾞなどで新型ｺﾛﾅ薬として承認されているが、日本では
承認申請ができていない。

＊輸出回復　まず中国向け…6月0.2%に改善「鉄鋼・車　けん引役」
欧米向け輸出の落ち込みが続く中、日本が中国向けに回復の糸口を探っている。財務省が
20日に発表した6月の貿易統計では、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの影響が薄らぐ中国向けが金額ﾍﾞｰｽ
で前年同月比0.2%減まで戻った。ただ中国政府の景気刺激策頼みの面もあり、不透明感が
残る。
・日本からの輸出は6月、数量ﾍﾞｰｽで前年同月比55%増加した。ｱﾙﾐ大手は「昨年並みの水
準に戻った」と話す。自動車も中国政府の購入補助金が追い風だ。ﾄﾖﾀ「ﾚｸｻｽ」の中国での
販売が前年同月比2割増。
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2020/7/23 経済 ＊iPhone生産　台湾勢独占に幕…中国ﾗｯｸｽｼｪｱ、来年参入
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 受注競争　激しさを増す
半導体と電子機器の受託製造ｻｰﾋﾞｽ（EMS)の2本柱で成長してきた台湾のﾊｲﾃｸ産業が転
機を迎えている。長年、台湾勢が独占した米ｱｯﾌﾟﾙのｽﾏﾎ「iPhone」の生産に、来年から初め
て中国企業が参入する見通しとなった。半導体でも中国勢の追い上げが続く。中国に一大
産業を奪われる、台湾の焦りが強まっている。
・中国政府は進出の見返りに台湾企業に所得税減免など数々の優遇策を用意し、20～30年
の単位で与え続けた。優遇策の期限が切れ、人件費の高騰も加わり、優位性が保てなくな
る。ﾗｲﾊﾞﾙの中国企業には、補助金を出すなど支援を手厚くする戦略にでた。

＊中国ｵｯﾎﾟ、5Gｽﾏﾎ…KDDIなど販売　日本市場に攻勢
中国ｽﾏﾎ大手のOPPO（ｵｯﾎﾟ）は21日、日本での販売強化策を発表した。月内に次世代通信
規格「5G」対応のｽﾏﾎを日本で発売するのに加え、連携する周辺機器のｽﾏｰﾄｳｫｯﾁなども8
月に投入する。ﾌｧｰｳｪｲが米中摩擦の影響で中国以外で伸び悩む間隔を縫って日本市場で
の販売を増やす。KDDIとｿﾌﾄﾊﾞﾝｸを通じて5G向けｽﾏﾎ2機種を販売する。ｵｯﾎﾟは日本市場で
ﾌｧｰｳｪｲのｼｪｱを奪う可能性がある。
・ｵｯﾎﾟも半導体調達の米社依存を軽減しようと取り組む。いかに経営ﾘｽｸを減らしていくかが
課題となる。

＊中豪、EV用素材でも火花…中国独占市場に風穴
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 豪企業、相次ぎ精製工場
電気自動車（EV）向けのﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池の負極材に使うｸﾞﾗﾌｧｲﾄ（黒鉛）の供給網に変化の
兆しが出ている。中国勢が独占してきたが、ｵｰｽﾄﾗﾘｱ企業が相次ぎ精製工場を稼働させ
る。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽを巡る対応で中豪関係が悪化する中、車載電池の素材でも火花を散ら
す。
・ﾓｻﾞﾝﾋﾞｰｸで採掘したｸﾞﾗﾌｧｲﾄを米国で車載電池の負極材向けに精製し、米国や欧州の化
学ﾒｰｶｰなどに供給する。

＊中国、地方の隠れ債務膨張…地方政府の投資会社、起債5割増
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　救済圧力、市場にﾘｽｸ
中国の地方政府で「隠れ債務」が膨らんでいる。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽを受けた景気対策でｲﾝﾌﾗ投
資を積み増しているためだ。地方政府傘下の投資会社「融資平台」の2020年の社債発行額
はすでに50兆円規模に達し、起債のﾍﾟｰｽは前年を5割上回る。中央、地方政府が一部の救
済を迫られるとの見方もあり、金融市場のﾘｽｸ要因になっている。

＊住商　減損550億円・・・4～6月　ﾆｯｹﾙ鉱山開発巡り
住友商事は20日、ｱﾌﾘｶ・ﾏﾀﾞｶﾞｽｶﾙのﾆｯｹﾙ鉱山開発を巡り2020年4～6月期に約550億円の
減損損失を計上する。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染が広がって操業停止が長引き、ﾆｯｹﾙ相場も下
落した。住商はこれまで銅鉱山に数千億円を投融資している。ﾏﾀﾞｶﾞｽｶﾙの外出規制によっ
て3月から操業停止が続いて再開のﾒﾄﾞは立っていない。新型ｺﾛﾅの影響で自動車など最終
製品の販売が落ち込んだ影響が鉱山にも及ぶ。同社は鋼管事業などでも苦戦が続いてい
る。住商の業績は減損により、21年3月予想は未定だが1千億円程度に切り下がる。

＊ｺﾛﾅ治療薬　国内2例目…抗炎症薬「ﾃﾞｷｻﾒﾀｿﾞﾝ」
厚生労働省は抗炎症薬「ﾃﾞｷｻﾒﾀｿﾞﾝ」を新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の治療薬として認定した。すで
に広く使われている医薬品で、英国でｺﾛﾅの重症患者の死亡率を下げる研究結果が出てい
た。5月に承認された「ﾚﾑﾃﾞｼﾍﾞﾙ」に続き、国内で2例目の正式なｺﾛﾅ治療薬となる。日医工
などが後発薬を製造しており低価格で手に入りやすい。
・発表によると死亡率が約40%から約29%に低下した。軽症者には効果が認められなかった。

＊ﾋﾞｼﾞﾈｽ往来　中韓台と交渉…国内感染状況で停滞も
日本政府は22日、ﾋﾞｼﾞﾈｽ目的の往来再開に向けて中国や韓国、台湾など12ヵ国・地域との
交渉入りを決めた。経済の本格再開を急ぐが、すでに交渉いりした4ヵ国とも合意できていな
い。国内の感染状況によっては交渉が停滞する恐れがある。
⦿日本への1日平均入国者数（2018年観光局統計に基づく）
　　①中国＝約2万3千人、②韓国＝2万700、③台湾＝1万3千、
　　④香港＝6千、⑤米国＝4200、⑥ﾀｲ＝3100、⑦豪州＝1500、
　　⑧ﾌｲﾘﾋﾟﾝ＝1400、⑨＝ﾏﾚｰｼｱ＝1300、⑩ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ＝1200
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＊ｲﾝﾄﾞ「自立経済圏」構想…対中依存脱却　焦点に
ｲﾝﾄﾞのﾓﾃﾞｨ首相が新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大以降、国内に自立した経済圏をつくる構想を
強調し始めている。ｺﾛﾅの影響が深刻化し、ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝが崩壊したほか、中国との軍事衝突
（死者を出した）を機に中国企業を排除する動きがある。怒ったｲﾝﾄﾞ政府は中国企業の動画
投稿ｱﾌﾟﾘの使用禁止。通信機器大手ﾌｧｰｳｪｲなどをｲﾝﾄﾞ市場から締め出す。
・農村と都市部を結ぶ物流がもともと脆弱で、ｺﾛﾅの都市封鎖で供給網が機能不全となっ
た。工場には部品も運べない。都市部で働く出稼ぎ労働者も大量に首となった。ﾓﾃﾞｨ氏は強
い経済基盤の必要性を痛感。
・ｲﾝﾄﾞは今まで過度に中国に依存してきたが、今回のｺﾛﾅ危機をきっかけに脱却を図ろうとし
ている。今後のｲﾝﾄﾞ経済に何が起こるか注視したい。

＊三峡ﾀﾞﾑ　水位上昇続く…中国、豪雨被害が拡大
　　　　　　　　　　　　　　　　　 現地周辺、日本企業が集積
6月から断続的に続く大雨で、中国の長江中流ににある世界最大級の三峡ﾀﾞﾑの水位が上
昇している。長江流域では大雨により400以上の河川で洪水が起き、200万人以上が避難す
るなど被害が拡大している。
・6月から続く大雨の影響で、三峡ﾀﾞﾑでは下流域で河川の氾濫を避けるために貯水量を増
やしている。同ﾀﾞﾑの制限水位（145㍍）を上回る状況が6月中旬頃から続いたため放水を実
施した。その後も大雨は続き、武漢市などの下流では浸水や土砂崩れなどの水害が拡大。
・18日のﾀﾞﾑの貯水量は制限水位を15㍍超上回り貯水量は6月以降で最大を更新した。22日
午後4時時点でﾀﾞﾑの水位は162㍍になった。
・三峡ﾀﾞﾑのある湖北省には日本の自動車ﾒｰｶｰが集積、影響は出てない

＊ｱﾋﾞｶﾞﾝ供給網　15社協力…月30万人分、国内で確保
富士ﾌｲﾙﾑHDは新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ治療薬として承認を目指す「ｱﾋﾞｶﾞﾝ」を国内で安定生産する
ための供給網をつくる。原料ﾒｰｶｰのﾃﾞﾝｶやｶﾈｶなど約15社が協力し、9月から月30万人分
の生産にﾒﾄﾞをつけた。海外からの原料調達は移動制限など物流面のﾘｽｸがあり、国内調達
に移行する。
中国、ﾛｼｱ、ｲﾝﾄﾞでは現地の後発薬会社が薬を作り、承認されている。
⦿ｱﾋﾞｶﾞﾝの生産工程を国内企業で分担
　①原料のﾏﾛﾝ酸ｼﾞｴﾁﾙを生産＝ﾃﾞﾝｶｰ、一部海外
　②原料を加工して「中間体」の生産＝宇部興産、JNC、ﾀﾞｲﾄｰｹﾐｯｸｽ、
　　　　　　　　　立山化成、富士ﾌｲﾙﾑ、和光純薬、一部海外
　③中間体から「原薬」生産＝ｱｸﾃｨﾌﾞﾌｧｰﾏ、ｶﾈｶ、富士化学工業、
　　　　　　　　　富士ﾌｲﾙﾑ富山化学、、富士ﾌｲﾙﾑ和光純薬
　④原薬を錠剤にして包装＝ｼﾐｯｸHD、ﾀﾞｲﾄ、日医工、ﾆﾌﾟﾛ、
　　　　　　　　　富士ﾌｲﾙﾑ富山化学

＊ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ中国　緊迫の180日…代表本間哲朗氏・中国事業担当に聞く
 　　ｺﾛﾅ禍では急な判断を迫られるｹｰｽが多く、「自分たちの頭で考え、前 に進むことが身に
ついた」と総括した。
①ﾏｽｸや物質確保に奔走・・1月23日武漢市がﾛｯｸﾀﾞｳﾝ。米国出張だった本間氏は帰国後、
草津市の家電事業部の事務所に間借りして北京とﾋﾞﾃﾞｵ会議でつなぐ。「2003年のSARS以
上の事態に備えているなと感じた」。長く休めば社内外に影響が大きい。
　・2月8日に操業再開を決めた。北京で中国にあるｸﾞﾙｰﾌﾟ約80社の総務や人事担当者120
人を結ぶSNSをつくり、足りない物質（ﾏｽｸ、体温計、防護服）の供給に着手した。日本人700
人のうち600人を中国の職場に戻した。

＊緊迫の180日
②調達替え　早期工場再開‥問題が２つある。1つは地方に帰った従業員が戻ってこれな
い。2月17日時点で「臨時工」の充足率は6割。2つ目が稼働している調達先は6割。ﾏﾚｰｼｱや
ﾌｲﾘﾋﾟﾝのﾛｯｸﾀﾞｳﾝで調達できない部品があり、急遽中国国内の調達に切り替えた。
　・3月16日に100%再開できた。この間に劇的に変化したのは個人消費で「国全体の消費が
ｵﾝﾗｲﾝにｼﾌﾄした」。大型の白物家電は低迷した。
③ﾈｯﾄ販売　自ら売り子に‥一大潮流になったのはﾈｯﾄの生中継で商品を販売する「ﾗｲﾌﾞｺ
ﾏｰｽ」だ。本間氏自らも放送に出演した。調理や美容の家電がよく売れ、4～6月の家電や住
宅設備が前年同期を上回る。同期間の中国事業全体の売上は前年同期並み、輸出を除くと
8%増。
④非接触を切り口にした商品に需要が生まれている。ｽｰﾊﾟｰのﾌｰﾄﾞｺｰﾄ用に調理済みの料
理を入れて保温し、決済を済ませた購入者がｽﾏﾎを操作し解錠する冷凍機能付きの「ﾌｰﾄﾞ
ﾛｯｶｰ」は引き合いが増えた。ﾗｲﾌﾞｺﾏｰｽや清潔、非接触の商品ﾄﾚﾝﾄﾞは東南ｱｼﾞｱ、ｲﾝﾄﾞにも
波及か。



2020/7/24 経済

2020/7/26 経済

2020/7/28
1$=105.56

経済

2020/7/28 企業S

2020/7/28 経済

＊仏もﾌｧｰｳｪｲ排除…5G製品、28年までに
仏政府が次世代通信規格「5G」について、中国の華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）製品を2028年までに
排除する意向であることが分かった。安全保障上の危険があると判断した。27年までの排除
を決めた英国とほぼ同じ対応で、仏中関係の悪化は避けられない。
・中国による新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ発生後の攻撃的な発言、香港の自治侵害などが相次ぎ、外交上
の緊張関係が続くと判断した。ｳｲｸﾞﾙ族の弾圧疑惑もﾌﾗﾝｽでは反感が高まっており、ﾙﾒｰﾙ
経済・財務相は21日、ﾒﾃﾞｨｱの取材に「非常に不愉快で受け入れられない」と語っていた。
・ﾌﾗﾝｽはある程度足並みをそろえることで、安全保障上の関係を強める狙いも透ける。ｴﾘｸｿ
ﾝ（ｽｳｪｰﾃﾞﾝ）やﾉｷｱ（ﾌｲﾝﾗﾝﾄﾞ）製品を推奨見通し。
・英国は周辺機器のみ容認だったが、方針転換した。米国のﾌｧｰｳｪｲに対する中国依存を見
直すべきとの強硬派の意見が強まった。

＊「ｱﾘﾍﾟｲ」経済圏膨張…運営会社のｱﾝﾄ、企業価値16兆円
　　　　　　　　　　　　　　　 決済・銀行➝海外展開を加速
中国のIT大手が金融を核に成長している。ｽﾏﾎ上で提供する通販や動画配信などのｻｰﾋﾞｽ
を決済でつなぎ、一大経済圏を作り上げている。ﾃﾞｰﾀを基に新たな金融ｻｰﾋﾞｽにも事業を広
げる。海外展開にも積極的で、銀行などの既存ﾌﾟﾚｰﾔｰを脅かしつつある。
・20日に新規株式公開（IPO)計画を発表した中国ﾈｯﾄ大手、ｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団傘下の金融会社ｱﾝ
ﾄ･ｸﾞﾙｰﾌﾟの企業価値は約1500億㌦（約16兆円）ともいわれる。米ｼﾃｨｸﾞﾙｰﾌﾟ（約11.5兆円）の
時価総額を超え、三菱UFJﾌｨﾅﾝｼｬﾙ・ｸﾞﾙｰﾌﾟなど3ﾒｶﾞ銀行の合計（13.3兆円）も上回る。
・中国の決済額は2019年に市場推計で220兆元（3300兆円）だが、5割強をｱﾘﾍﾟｲが占める。
・中国ﾒﾃﾞｨｱによるとｱﾘﾍﾟｲは東南ｱｼﾞｱを中心に50以上の国と地域で展開する。IPOで海外
展開とAIなど技術開発に資金を振り向ける。

＊ｻﾑｽﾝ、有機ELに逆風…ｱｯﾌﾟﾙが調達先分散
ｽﾏﾎ向けの有機ELﾊﾟﾈﾙで韓国ｻﾑｽﾝ電子の牙城に穴が開く。米ｱｯﾌﾟﾙがiPhone期間ﾓﾃﾞﾙの
新製品で韓国LGﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｰ（LGD）製を本格的に採用する。液晶に続く次世代ﾊﾟﾈﾙとされてき
た有機ELでも競争の時代が始まる。
・ｱｯﾌﾟﾙのLGDへの優遇が続く保証はない。第3のｻﾌﾟﾗｲﾔｰとして中国の京東方科技集団
（BOE)が迫っているためだ。BOEはｻﾑｽﾝの技術者をｽｶｳﾄなどして技術を高めた。

＊ﾛｼｱ武器輸出　東南ｱｼﾞｱに的…制裁で打撃、活路見出す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　米中対立の間隙を縫う
ﾛｼｱが東南ｱｼﾞｱ各国への武器輸出を拡大している。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対策で防衛費の圧縮が
迫られるなか、各国に好条件での売込みを図っている。米欧の制裁を受けるﾛｼｱは東南ｱ各
国との関係強化に活路を見出している。ﾛｼｱのｳｫﾛﾋﾞﾖﾜ駐ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ大使は7月上旬の記者会
見で、同国によるﾛｼｱ製の戦闘機「ｽﾎｲ35」の購入に期待を示した。ﾛｼｱは11機のｽﾎｲ35を
計11億㌦（約1100億円）相当でｲﾝﾄﾞﾈｼｱに売却する契約を2018年に締結済み。米国はｲﾝﾄﾞ
ﾈｼｱへの制裁も示唆し、中止の可能性が取り沙汰されている。
・米欧の制裁が長期化するﾛｼｱは経済苦境を脱するため、東南ｱｼﾞｱなど第3国に食い込もう
としている。米中の二極化が進むのを警戒し、他国間連携を主導して存在感を示す狙いもあ
りそうだ。

＊ﾆｯｹﾙ開発　出資過半に…住商、ｶﾅﾀﾞ社撤退で拡大
住友商事は27日、ｱﾌﾘｶ東方の島国ﾏﾀﾞｶﾞｽｶﾙで手掛けるﾆｯｹﾙ鉱山開発事業「ｱﾙﾊﾞﾄﾋﾞｰ」の
出資比率を47.67➝54.17%に引き上げる見通しだと発表した。共同出資しているｶﾅﾀﾞの資源
開発会社ｼｪﾘｯﾄｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙの財務悪化を受けて、同社の持分の一部を住商が取得する。
住商が持つｼｪﾘｯﾄへのﾛｰﾝ債権とｱﾝﾊﾞﾄﾋﾞｰ事業の株式の一部を交換する。ｼｭｴﾘｯﾄは同事
業から撤退し、住商と韓国鉱物資源公社の2社で運営することになる。今年4月から新型ｺﾛﾅ
ｳｲﾙｽの影響で操業を停止しており、年内は操業停止が続くと見られ、業績の重荷になりそう
だ。
・住商は16年3月に770億円の減損。20年4～6月期に550億円減損見通し
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＊抗がん剤開発　提携拡大…第一三共・英ｱｽﾄﾗｾﾞﾈｶﾞ
第一三共は27日、開発中の新型抗がん剤について、英製薬大手のｱｽﾄﾗｾﾞﾈｶﾞと開発・販売
提携したと発表した。臨床試験（治験）や販促を共同で手掛ける。第一三共は対価として最
大で60億㌦（6300億円）をうけとる。競合品との競争をにらみ、ｱｽﾄﾗｾﾞﾈｶの協力で開発ｽﾋﾟｰ
ﾄﾞを上げる狙い。対象は、肺がんや乳がん向けに開発している抗がん剤「DS－1062」。
・がん細胞を狙う抗体と攻撃する薬物を組み合わせた「抗体薬物合体（ADC）」で日米で第一
段階の治験中だ。投薬の効果が高く、患者の負担軽減が期待される。
・新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽのﾜｸﾁﾝを日本に供給する、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄにも参加予定。

＊ﾃﾝｾﾝﾄ、捜狗を買収へ…ﾊﾞｲﾄﾀﾞﾝｽに対抗
中国のﾈｯﾄ大手、騰訊控肢（ﾃﾝｾﾝﾄ）が同国の検索ｻｰﾋﾞｽ大手で、米ﾆｭｰﾖｰｸ証券取引所
（NYSE)上場の捜狗（ｿｰｺﾞｳ）に完全買収を打診したことが27日分かった。買収額は2千億円
超になる見通し。中国の検索市場は百度（ﾊﾞｲﾄﾞｩ）が牙城を築いてきたが、ﾃﾝｾﾝﾄは検索ｻｰ
ﾋﾞｽを吸収し、収益源の多角化を急ぐ。
・ﾃﾝｾﾝﾄによる捜狗の完全買収が実現すれば、捜狗は米市場で上場廃止になる。米当局は
米上場の中国企業の監査体制を問題視してきた。
・米国に上場する外国企業に経営の透明性を求める法案を可決。

＊光海底ｹｰﾌﾞﾙ、日本案に…脱・中国依存へ「大容量通信網、ﾁﾘ採用」
南米とｱｼﾞｱ・ｵｾｱﾆｱを結ぶ初の光海底ｹｰﾌﾞﾙについて、計画を進めるﾁﾘ政府が日本の提案
したﾙｰﾄを採用した。NECなど日本企業が受注する可能性が高まった。中国もﾁﾘと上海を結
ぶﾙｰﾄを提案していた。米国が中国へのけん制を強めるなか、情報ｲﾝﾌﾗ整備で脱・中国依
存が進む可能性がある。
・日本の提案はﾆｭｰｼﾞﾗﾝﾄﾞを経由しｵｰｽﾄﾗﾘｱのｼﾄﾞﾆｰに達するﾙｰﾄで長さは約1万3千㌔㍍。
ﾁﾘ政府は「最も進められるﾙｰﾄ」とした。

＊「お茶ｶﾌｪ」にｽﾀﾊﾞ参入…中国大手も、専門店3年で3倍超
紅茶や日本茶、中国茶などを提供する「お茶ｶﾌｪ」が急成長している。7月にはｽﾀｰﾊﾞｯｸｽｺｰ
ﾋｰｼﾞｬﾊﾟﾝと中国の大手が相次ぎ日本1号店を開いた。香りや味の華やかさで女性客を掴ん
でいる。ｺｰﾋｰ市場が頭打ちになるなか、ｶﾌｪの新たなけん引役になりそうだ。
・茶市場、昨年生産量は過去最高・・2019年の茶生産量は614万9千㌧となり、過去最高を更
新、10年前に比べ43%増。世界の生産量の6割が紅茶、3割が緑茶だ。飲まれている杯数で
は茶がｺｰﾋｰを上回る。

＊ｲﾝﾄﾞ、対立姿勢を鮮明に…政府調達　中国企業を制限
ｲﾝﾄﾞ政府調達で中国企業の参入を制限する。政府や公営企業が物やｻｰﾋﾞｽを民間から購
入する入札に参加する場合、所轄官庁へ事前登録した上で、外務省と内務省による許可を
義務付ける。ｲﾝﾄﾞ北部の国境係争地での軍事衝突を機に中国企業の排除を強め、対立姿
勢を鮮明にする。
・ｲﾝﾄﾞのTRAﾘｻｰﾁのﾁｬﾝﾄﾞﾗﾓｳﾘCEOはｱﾌﾟﾘの禁止などを含む対中措置について「ｲﾝﾄﾞに
とって、もろ刃の剣で長く続くかは疑問だ」と指摘する。

＊中国、外食・小売り回復遅れ…節約志向響き赤字相次ぐ1～6月
中国で外食や小売りなど消費関連企業の業績改善が遅れている。全業種の上場1600社で
は2020年1～6月期の純利益は前年同期比15%程度の減少見込み。1～3月の5割減から持
ち直したが、回復度合いはまだら模様だ。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ第2波への警戒を背景に、消費関
連で足元も赤字となった企業が目立つ。

＊ｽﾏﾎｱﾌﾟﾘで健康管理…ｴｰｻﾞｲ・DeNA　食事管理や睡眠測定
製薬大手が病気の予防や治療につながるｽﾏﾎ向けｱﾌﾟﾘの提供に乗り出す。ｴｰｻﾞｲは28日、
DeNAと提携し、脳の健康管理ｱﾌﾟﾘを提供。塩野義製薬は発達障害の分野で、2024年度に
治療用ｱﾌﾟﾘの市場投入を目指す。ﾃﾞｼﾞﾀﾙ治療として国の承認取得を進める企業もあり、新
たなﾋﾞｼﾞﾈｽとして期待される。
・治療用として当局の承認を取得するﾃﾞｼﾞﾀﾙ治療の流れもある。海外勢が先行しているが、
塩野儀製薬がADHDの治療用ｹﾞｰﾑｱﾌﾟﾘを開発する。
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＊韓国半導体、ｹﾞｰﾑで恩恵…営業利益　ｻﾑｽﾝ30%、SK23%（4～6月）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　  高機能「PS5」特需
半導体ﾒﾓﾘｰ大手の業績が急速に回復している。韓国ｻﾑｽﾝ半導体事業の売上高営業利益
率は30%に迫り、同SKﾊｲﾆｯｸｽは20%を超えた。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ問題を受けたﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ投資
の拡大に加え、ｹﾞｰﾑ機の新製品やｵﾝﾗｲﾝｹﾞｰﾑの普及が需要を牽引する。

＊中国進まぬ企業統治…ﾗｯｷﾝの不祥事　教訓に
　　　　　　　　　　　　　　法律事務所ﾋﾞｭｰﾚﾝ　ﾊﾟｰﾄﾅｰ　　ﾘｰ・ｼﾞｬｵ氏
拼多多（ﾋﾟﾝﾄﾞｩｵﾄﾞｩｵ）を瞬く間に中国のﾈｯﾄ通販大手に育てた黄崢氏は創業から5年の2020
年7月1日、CEOを辞任した。だが、なお、議決権の81%を握り、董事長（会長職）に留まってい
る。
・中国企業の企業統治の問題点は、ｶﾌｪﾁｪｰﾝ大手の瑞幸珈琲（ﾗｯｷﾝｺｰﾋｰ）の不正会計か
らも浮かび上がる。ﾅｽﾀﾞｯｸは5月と6月に上場廃止を通告した。背景には内部監査の機能不
全がある。
・中国はこの数十年、企業統治の仕組みを政府主導で採り入れてきた。だが、道のりはまだ
遠い。
・株主やｽﾃｰｸﾎﾙﾀﾞｰの利益を保護する仕組みを欠く中国企業の成功はいつ崩れ去ってもお
かしくない。ﾗｯｷﾝの不祥事は良い教訓になる。

＊金融ﾊﾌﾞ、米中の板挟み…香港国家安全法施行1ヵ月
香港の社会統制を強める香港国家維持法の施行から30日で1ヵ月になる。香港の金融機関
は同法への抵触を避けるため、顧客ﾘｽﾄの確認に追われる。中国の巨大市場は簡単に手放
せないが、米国の金融制裁のﾘｽｸもくすぶる。

＊ﾄﾖﾀ、世界販売首位（1～6月）…6年ぶり　ｺﾛﾅ響き21%減
ﾄﾖﾀ自動車が30日に発表した2020年1～6月のｸﾞﾙｰﾌﾟ世界販売（ﾀﾞｲﾊﾂ、日野自動車を含む）
前年同期比21.6%減の416万４千台だった。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽによる需要減が響いたものの独
ﾌｫﾙｸｽﾜｰｹﾞﾝ（VW)の約389万台を上回り、上期では6年ぶりの世界首位。最も大きかったの
は三菱自動車で39.8%減の39万台。


